
 

障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律の改正 

を求める意見書 

 

 近年、障害者虐待の通報件数は年々増えている。令和２年３月に神戸市内の精神

科病院で起きた痛ましい虐待事件を受けて、厚生労働省が都道府県及び指定都市を

対象に実施した調査では、平成２７年度からの５年間で、精神科病院の看護師等に

よる虐待と思われる事例が７２件あり、そのうち医療機関側からの通報は半数未満

だったとのことである。 

平成２４年１０月１日に施行された、障害者虐待の防止、障害者の養護者に対す

る支援等に関する法律、いわゆる障害者虐待防止法では、障害者に対する虐待の禁

止を規定するとともに、障害者虐待を受けたと思われる障害者を発見した者に対し

て速やかな通報を義務付けている。法の趣旨や通報の重要性についての国民の理解

は着実に進んでいると考えられる一方で、障害者虐待の定義として、養護者、障害

者福祉施設従事者等及び使用者による虐待のみを規定しており、医療機関における

虐待が通報義務の対象となっていないために、被虐待者の早期発見と人権擁護に支

障を来たす事態となっている。 

障害者虐待防止法は、第１条にあるとおり、障害者に対する虐待が障害者の尊厳

を害するものであるとの認識の下、障害者の権利利益の擁護に資することを目的と

しており、同法第３１条において、医療機関の管理者に対して、虐待防止に必要な

措置を講ずるよう規定しているにもかかわらず、虐待の事案が後を絶たないのは遺

憾であり、障害者が安心して医療を受けることができるための仕組みを充実させる

ことが必要である。 

よって、本市議会は、国会及び政府におかれて、虐待発見時の通報義務対象とし

て医療機関における障害者虐待を追加するとともに、通報者を保護する規定も併せ

て設けるよう、強く要望するものである。 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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